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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は，東日本大震災のものも含めて地震火災の出火要因と

その対策についてである．特に東日本大震災では 330件の地震火災のうち，半分が津波火災と

言われており，北海道南西沖地震でもみられたこの現象の説明と対策方針の確立が急務と考え

た．筆者らによる現地調査と消防・消防団・住民によるヒアリング，実験，アンケートの結果，

出火の原因は主に，破壊された家屋によるもの，プロパンガスボンベによるもの，自動車によ

るもの，と推定されることがわかった．またその対策は，なによりもまず，屋外タンクなど危

険物施設の津波対策が挙げられる．気仙沼における実例のように，出火源が何であれ，屋外タ

ンクが流出して海上で火災が発生し，燃えた瓦礫が移動することで広域的な被害を及ぼす可能

性もあり，津波被災エリア以外や津波避難ビル等の危険性も増大する．それゆえ，タンクのか

さ上げや地中化，再配置など屋外タンクの内容物を津波で流出させない対策が求められる．続

いて，残された市街地，つまり高台への延焼を最低限防ぐための戦術，安全な避難場所の確保

などが有効と考えられる． 

 
研究成果の概要（英文）：In this paper, mainly I discuss a spreading fires in the Great East-Japan Earthquake. In 

the Great East-Japan Earthquake, many serious spreading fires happened in the Tohoku and Kanto district. 

According to the report of Fire and Disaster Management Agency, 330 fires happened in the Great East-Japan 

Earthquake. In Urban area on the Sanriku Coast, many large spreading fires were caused by Tsunami. We call it 

Tsunami Fire. Characteristics of these fires differ greatly among regions. Typical fires that occurred in the Sanriku 

coastal region arose from a lot of combustible materials, such as houses and vehicles, which were destroyed and 

swept away by the tsunami waves toward a mountain, caught fire from a source of fire (domestic and other various 

fuels) drifted there, and spread into town areas and forests. On the other hand, in plain areas where the population 

and industries were concentrated, a small number of fuels, such as household gas cylinders and vehicles scattered 

about the town, joined together into a mass of combustible materials, which are estimated to have made a great 

contribution to potential outbreak or spread of fires. In any region, it is estimated that tsunami fires were caused by a 

combination of various potential factors such as an electric leakage, a short circuit, and sparks from a crash. 
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１．研究開始当初の背景 

 研究開発以前より長い間，わが国の都市空
間の安全性を論じるうえで，地震火災被害の
軽減は避けて通れない課題であった．特に，
関東大震災や阪神・淡路大震災の歴史を紐解
くまでもなく，地震時は非常に多くの火災が
同時に発生することが予想され，また公設消
防がその全てを平常時と同様に消火するこ
とは事実上不可能とみられていた．本研究開
発プロジェクトではその点を踏まえて，地震
時における火災被害の軽減をはかるために
は，次の 3つのアプローチを総合的に同時追
求する必要があるものと考えていた． 

(ⅰ) 地震時の出火要因を把握し，それを軽
減するための対策の効果を検証する． 

(ⅱ) 地震時の延焼性状の予測手法を確立し，
耐火建築物や空地などの延焼阻止効果を評
価する． 

(ⅲ) 地震火災発生時に，限りある消防力を
最適に運用するための戦術を確立する． 

 このうち，研究開発当初においては，(ⅱ)

および(ⅲ)の視点から都市の火災安全性能を
評価するものは多く蓄積があったが，(ⅰ)の
視点から試みたものは数少なかった．そこで，
本研究ではこれら地震火災リスク評価にお
ける出火要因の更なる精緻化を目指し，主に
(ⅰ)の視点に着目し，(ⅱ)および(ⅲ)のシステ
ムとの連携を志向しながら，最終的に出火防
止対策の効果とその推進を論ずるものとし
た． 

 

２．研究の目的 

 特に本研究の目的としたのは，「地震時の
出火要因を把握し，それを軽減するための対
策の効果を検証する」点であった．このため，
新たな地震時出火確率の把握手法を提案す
ることを主目的として研究を行った．特に，
研究開発期間中に発生した東日本大震災で
は，これまでの関東大震災・阪神淡路大震災
時とは異なる出火が数多く確認された．それ
ゆえ，東日本大震災の事例も含めて，出火の
メカニズムを明らかにして出火率のより精
緻な把握手法を求めることを研究の主な目
標とした． 

 

３．研究の方法 

 本研究では，地震火災の出火メカニズムを
把握し，その定量的な事前予測を可能にする
ため，大規模な調査・実験を行い，その上で
それらから得られたデータを用いて分析の
枠組みを提案することとした． 
 
４．研究成果 
 以下に研究成果を記す．本研究では，4 種
類の調査・実験を行い，これらを根拠データ
とした分析を行っている．はじめは，東日本

大震災時に発生した火災調査である．これは
2011年 3月末～4月に行ったもので，新しい
火災調査の手法として，GPS を用いて延焼領
域の把握と面積の算出を行っている(深刻な
津波被害により地図で現在地を把握するこ
とが困難だったため)．結果として，少人数・
短期間でほぼ全ての津波火災を把握するこ
とができ，下図のように市街地の延焼面積は
約 78万㎡と予想されることが分かった(ただ
し下図において，名取市平田橋付近の火災の
み当調査では把握できず，消防研究センター
の調査結果)．この研究調査は他の調査機関
ではここまで大規模に行っておらず，唯一の
成果となる． 
 
表 1 東日本大震災時の市街地の延焼面積 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に，主に消防団などに対して 80 回程度
のヒアリング調査を行っている．これにより，
出火メカニズムのヒントを得ることができ
た．続いて，2011年 8月に津波火災の出火実
験を消防研究センターで行った．実験の概要
は，水を満たした容器に A重油を混ぜ，木材
を浮かべて燃焼させるものである．その結果，
木材が蝋燭の芯のような役割を果たし，燃焼
が長時間継続することが確認された． 
 
 

 

図 1 火災実験の概要(2011.0815-16) 

 



 最後に，消防本部へのアンケート調査を行
っている．これにより詳細な出火データの入
手ができ，以下のことなどが分かった．  
1. 津波火災の火災 1件当たりの延焼棟数は

約 20棟と，地震火災の約 13倍であった． 
2. 建物火災 60 件の中で火元の建築物の構

造が判明している 36 件の内訳を調べた
結果，その他 1件，不明 1件を除くと非
木造が 23件，木造が 11件であった．こ
れより，木造建築物に比べて非木造建築
物の方が津波火災の火元となりやすい
ことがわかる．なお，火元となった木造
建築物はほとんどが住宅用途であった
が，他方で火元となった非木造建築物は
共同住宅や工場，イベントホールがなど
が主な用途であった． 

3. 同様に，建物火災 60 件の中から火元の
建築物の高さが判明している 34 件の内
訳を調べた．この結果，1 階の建築物か
らの出火が 15件，2階の建築物からの出
火が 14件となっているが，中には 9階，
10 階のような高層建築物からも出火し
ていることが判明した． 

4. 津波火災全 149件を火災種別に整理した
結果，建物火災は 60件，車両火災は 32
件，船舶が 1 件，その他(田畑など．不
明含む)が 54件となっており，建物火災
の約半分の車両火災が発生している 

5. 津波火災の発生日時は，3月 11日中に発
生したものは 82 件であり，半分程度が
当日以降に出火したものであることが
明らかになった. 

建物
40%

車両
22%

船舶
1%

林野
1%

その他
36%

建物

車両

船舶

林野

その他

 

図 2 津波火災の火災種別(N=149) 
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図 3 津波火災の火元建築物の構造 

(N=36) 

 

 ところで，我が国では地震時の出火件数
(もしくは出火率)を予測する試みは昭和 40
年代前半から行われており，古くは河角の方
法や水野の方法から現在では東京消防庁に
よる出火危険度測定まで，様々な方法が考案
されている．特にこのなかでも，倒壊率と出
火率の関係を用いる手法は長年にわたり利
用されてきた．ここでは季節係数や火気器具
の数量などは考えず，津波被害をうけた市区
町村と津波被害をうけなかった市区町村に
データを分類し，単純に全壊棟数と出火件数
の関係をみることとする．結果として，津波
被害を受けなかった市区町村においては両
者の関係は当てはまりが悪く，決定係数も低
かったのに対し，津波被害を受けた市町村に
おいてはあてはまりがおおむね良く，決定係
数 となった．この回帰式は となる(ただし
x：全壊棟数，y：出火件数)．上記の理由と
して，今回の震災において津波火災は上述し
たメカニズムで出火するものと考えられる
ため，その出火件数は壊れた・流出した家屋
の数や津波被害を受けた被災面積の影響を
受けるものと考えられる．すなわちこれらを
全壊棟数が代替した結果，当てはまりが良く
なったものと考えられる． 
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図 4 市区町村別の全壊棟数と火災件数 

(津波被災自治体のみ) 
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